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  ”デジタル人民元の実証試験が加速 “ 

 

中国によるデジタル人民元（DECP）の発行に向けた実証試験

が加速している。2020年4月、中国人民銀行（PBC）が国内5都市

でスタートしたDECPの試験運用は昨年10月から上海、広州、重

慶などの28都市に拡大した。DECPを巡る各種決済機能の実証

実験を行うほか、「人民元は実物形式とデータ形式からなる」、

「いかなる組織や個人もデジタル通貨を製造、発行してはならな

い」等、DECPを法定通貨に盛り込む草案も公表された。 

1月上旬には、スマホに不慣れな高齢者向けにチャージが可

能なカード型人民元による決済を想定したDECPの実証試験が上

海で初めて行われた。また、新型コロナの蔓延防止策として、今

年の春節（旧正月）は当局による「就地過年」（その場で年越し）

の呼びかけのなか、深圳では帰省せず市内にとどまった10万人

に200元の「紅包」（お年玉）が配られ、北京でも市民5万人に200

元が配られてオンラインショッピングに使われることなどを通じて

DECPの実証実験が行われた。 

 

中国は、国内にとどまることなく、DECPの国境を跨ぐ決済シス

テムの運用にも取り組み始めた。PBCは2月下旬、香港、タイ、ア

ラブ首長国連邦（UAE）と共同でデジタル通貨による海外送金や

為替決済の共同研究を発表した。デジタル通貨の残高や交換

記録をネット上で分散管理するブロックチェーン技術の研究を進

めるという。香港の金融管理局も昨年12月、DECPの越境決済の

試験テストを行う方針を示した。 
 

中国におけるデジタル人民元を巡る最近の主な動き 

 
出所：各種報道をもとにフィリップ証券作成 

 

” DECP の影がちらつくアントへの規制強化 “ 

 

20年12月、調達予定額 350 億 USDで世界最大級となる見通

しだったアン ト・グループによるIPO 延期の発表が今も中国本土

市場、香港市場に波紋を広げている。中国金融当局は、同社を

事情聴取し、債権の98％を資産担保証券（ABS）として外部に売

却するオフバランス化を進めてきた金融業務を見直すよう求める

とともに、同社に対し顧客の信用情報を提供するよう要請したと

伝えられた。これは、PBC主導の下、オンラインサービス基盤を提

供する企業から利用者のデータを集め、国内の信用調査機関と

共有する方針が示されたことを意味する。 

中国の電子決済シェアはアリババ（支付宝）が55％、テンセン

トのウィチャットペイ（微信支付）が39％と中国2大ネットサービス 

企業で寡占するなか、中国が国内の資金取引に対し国家主導によ

る管理強化を図るためとみられる。 
 

PBCの元幹部もアリペイやウィチャットペイが決済サービスのガリ

バーであることを念頭に、「決済市場での公正な競争を促進し、公

共の利益を利益を保護する」と述べている。中国がDECPに対し中国

決済市場のゲームチェンジャーとしての役割を期待し、DECPが中国

決済市場に割って入ってくることへの機は熟したと言えよう。 

 

” DECP が RCEP とのタイアップで人民元国際化が加速へ“ 

 

2020年11月、日本、中国、韓国、 アセアンなど15ヵ国が署名した

「RCEP（地域的な包括的経済連 携協定）」が早ければ21年末までに

発効する可能性がある。19年の世界全体のGDPに占める米国 の割

合が約25％、中国が約17％に対し、RCEP全体の割合は 約30％と、

米中を上回っている。中国関税総署のまとめによると、20年の中国

の輸出と輸入を合計した貿易総額は前年比1.9％増の32.16兆元と

なったなか、RCEP参加14ヵ国との貿易総額が前年比3.5％増の10.2

兆元となった。RCEPの段階的な貿易自由化に伴い、中国の貿易総

額全体に占めるRCEPの割合も上昇の一途を辿ろう。 
 

世界の主要な経済圏に関するデータ 

 
                 出所：世界銀行公表データよりフィリップ証券作成 

 

国連貿易開発会議（UNCTAD）によると、コロナ禍の余波で、2020

年の世界の海外直接投資（FDI）が前年比42％減の8,590億USDとな

ったなか、中国のFDIは同4％増の1,630億USDとなり、米国の1,340

億USDを抜いて世界最大となった。また、中国政府系シンクタンク関

係者は、RCEPの発効に伴い、それぞれ世界工場として存在感を示

してきた中国やASEANが一体化するとの見方を示した。中国が貿易

を通して世界中の資金や資源を引き付ける「引力場」となることによ

り、経済面における米中デカップリングがもたらす悪影響は「中国＋

ASEAN」からなる国際的なサプライチェーンによって軽減されよう。 
 

RCEPメンバー14ヵ国の主要輸出入国が軒並み中国であることか

ら、DECPの普及が、RCEP貿易圏における米ドル決済の一人勝ち状

況を崩すことも予想されよう。実際に中国は対米ドルでの人民元高

を容認しており、20年の対米ドルの年間値上り率が6.5％に達し、海

外投資家による20年末時点の中国国債の持ち高が前年末比47％

増の2,910億USDと急増している。主要貿易国、人民元高、DECPの

普及を優位に、人民元はアジアの基軸通貨としての地位を築く歴

史的な一歩を踏み出そうとしているのかも知れない。 
 

日付 主体 主な動き

20年4月 PBC 深圳、蘇州など5都市で先行的に実証試験

20年10月 PBC 実証試験が上海、重慶など28都市に拡大
20年10月 PBC デジタル人民元に関する法整備（意見募集）
20年12月 香港 デジタル人民元の越境決済テスト準備
21年1月 深圳等 春節期間（旧正月）の実証試験
21年1月 上海 カード型人民元の実証試験
21年2月 PBC 香港、タイ、UAEと共同でデジタル通貨を研究
22年2月 北京 北京冬季五輪開催までにDECPを正式発行へ

ASEAN 8.6 3.5 7.3 6.9

RCEP(インド除く) 29.7 28.9 25 24.2
EU 6.8 21.9 34.6 32.7
USMCA 6.5 27.3 10.7 4.6

　　人口
（億人）

　経済規模
（兆USD）

輸出額
（兆USD）

輸入額
（兆USD）

経済圏
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